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（資料２） 

２０２３年２月８日 

全国人事委員会連合会 

 会 長  青 山  佾 様 

公務公共サービス労働組合協議会 

地方公務員部会議長  二階堂健男 

（公印省略） 

 

要 請 書 

 

 各人事委員会における地方公務員の給与・労働条件の改善に向けたご努力に敬意

を表します。 

 さて、ロシアによるウクライナ侵攻に伴い、エネルギー関連品目や食料品の入手

が困難となっていることや、日本と先進諸国との金利差を要因とする円安により、

あらゆる物価が高騰し、職員の生活に大きな影響を与えています。厳しい状況が続

く中、職員が国民・住民の期待に応え、より質の高い公務・公共サービスを確実に

提供していくためには、職員の雇用の安定、積極的な賃金の引上げ及び労働条件の

改善が不可欠です。 

 一方、連合は、2023 春季生活闘争方針において、賃上げ、働き方の改善、政策・

制度実現の取組を柱とする総合生活改善闘争の枠組みのもと、中期的視点を持って

「人への投資」と月例賃金の改善に全力を尽くすとし、賃上げ要求については、各

産業の「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組み強化を促す観点とすべての働

く人の生活を持続的に維持・向上させる転換点とするマクロの観点から、賃上げ分

を３％程度、定昇相当分を含む賃上げを５％程度とするとしています。 

 地方公務員部会としても、連合に結集し、2023 春季生活闘争に全力で取組を進め

るとともに、より質の高い地域公共サービスを提供するため、日々懸命に努力して

いる職員の積極的な賃金引上げ等の実現をめざして取組を進めています。 

 このような状況のなか、各人事委員会が、労働基本権制約の代償機関の立場から、

職員の利益保護の役割・使命を十分認識され、下記事項の実現に向け最大限の努力

を払われますよう要請します。 

 

記 

 

１．2023 年度の給与改定に当たっては、民間賃金実態を精確に把握するとともに、

地方公務員の賃金水準を引き上げること。 
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２．公民給与比較方法について、当面現行の比較企業規模を堅持するとともに、社

会的に公正な仕組みとなるよう、抜本的に改善すること。また、一時金の公民比

較は、月例給と同様に、同種・同等比較を原則とするラスパイレス比較を行うこ

と。 

 

３．人事院が打ち出した「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」をはじめと

した賃金制度のあり方の検討にあたっては、月例給及び各種手当てを取り扱う総

合的な見直しであることを踏まえ、職員各層からの理解を得られ、その意欲を引

き出すものとするとともに、地域の実情を踏まえたものとなるよう検討するこ

と。 

 

４．諸手当の改定については、地域の実情及び職員の職務や生活実態を踏まえ、組

合との十分な交渉・協議に基づき進めること。 

 

５．会計年度任用職員をはじめとする臨時・非常勤職員の任用や待遇、休暇制度に

ついて、働き方改革の推進と常勤職員との権衡をはかる観点から、人事委員会と

して改善に向けて必要な措置をはかること。 

 

６．公立学校教員の賃金に関わり、各人事委員会が参考としうるモデル給料表を作

成する際には、関係労働組合との交渉・協議を行うこと。 

 

７．公務における働き方改革を着実に推進するため、厳格な勤務時間管理をはじめ、 

長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの実現に資する施策の構築など、

人 事委員会として必要な対応をはかること。とりわけ、人事院における国家公

務員への対応等を参考として、「他律的業務」や「特例業務」における上限時間

を超えて時間外勤務を命じた場合の要因の整理・分析・検証を行うとともに、必

要な改善措置等の指導を任命権者に対して行うこと。 

 

８．実効性のあるハラスメント防止策を引き続き推進するため、積極的な対応を行

うこと。とくに、パワー・ハラスメント対策について、人事院における国家公務

員への対応等を参考として、人事委員会として主体的な対応を行うこと。 

 

９．各種休暇制度を新設・拡充し、総合的な休暇・休業制度を確立すること。 

 

10．公務職場における男女平等の実現を人事行政の重要課題と位置づけ、必要な施
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策の確立をはかること。 

 

11．定年引上げに係る人事委員会規則の改正については、組合との十分な交渉・協

議、合意に基づき進めること。 


